
昨今、グローバル規模で税務に関わる透明性の確保
に関する規制当局の要請が高まる中、企業は各国が定
めたルール、法律に基づいた対応が求められています。
米国におけるForeign Account Tax Compliance 

Act（FATCA）、経済協力開発機構（OECD）における
Base Erosion and Profit Shifting（BEPS）framework

はその一例です。
このような流れの中、英国においても、脱税行為に
関与した企業に対し刑事処罰を科す新しい法律（以
下、CCO※）が施行され、規模にかかわらず全ての企
業に適用されることになりました。
本稿では当該制度の概要を解説します。

英国において、脱税促進行為の防止を怠った企業に
対し刑事処罰を科す新しい法律が2017年9月30日よ
り施行され、企業のためにまたは企業を代理して業
務を行う者などによる脱税促進行為の防止を怠った場
合、企業はその刑事責任を問われることになりました。
本法律の制定前は、企業に刑事責任を訴追するため
には、取締役会のような意思決定機関に脱税促進行為
への関与や認識があることを検察側が証明する必要が

あったため、権限が下位の組織に委譲され分散されて
いる多国籍企業に対しては、取締役会のような意思決
定機関による関与の証明が難しい実態がありました。
一方で、取締役会が日々の事業活動に積極的に関与し
ている中小企業の場合と比較すると、多国籍企業は訴
追されにくいケースがあるといった不公平な環境を生
み出していました。 

この新しい法律は、11年に施行された英国贈収賄
法（Bribery Act）をモデルにし、企業に対して脱税
行為の防止に有効と考えられる合理的な内部統制の構
築・維持を要求しています。脱税促進行為防止懈怠罪
は企業の規模によらず適用され、法人に対する刑事訴
追のみならず、無制限の罰金や有罪判決の公的記録へ
とつながり、その後の事業活動に対しても大きな支障
となる可能性を有しています。

＜図1＞は、CCOが成立する際の要素を示したもの
です。
脱税行為について、関係者による促進行為がなされ
た場合、当該関係者が属する組織が関係機関として本
法律による罰則適用の対象となります。関係者には、
その企業のために、もしくはその企業を代理してサー
ビスを提供する者が含まれるため、従業員だけではな
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く、外部のエージェントやサービスプロバイダーも含
まれます。
例えば、A社の従業員Bが、請求書の内容を改ざん

することによって、顧客C社による脱税を促進した場
合、A社が本法律の対象となります。
なお、ここでいう脱税は、違法で詐欺の要素を含む
必要があるため、税務申告上の単なる誤りは該当しま
せん。また、関係機関には法人やパートナーシップが
含まれ、組織された場所や規模は考慮されません。そ
のため、英国外の企業、組織により行われた行為も広
く対象となります。
一方で、脱税行為が認定された場合であっても処罰
を免れるための道も残されています。それは、企業が
関係者による違法な脱税促進行為を防止するための
「合理的な手続」を整備・運用していたことを立証で
きる場合です。この「合理的な手続」は後述の「Ⅵ　合
理的な手続」で説明します。

CCOは英国外の税金、行為、関係者も対象とし、
英国内外問わずそれらのいずれかが英国に関連するも
のである場合、広く脱税行為の防止策を講じることを
要求しています。＜図2＞では英国外が関連する適用
範囲の類型を示しています。
英国外の脱税促進に関して、英国内において設立さ
れた企業による場合のみならず、外国企業による場合
も適用対象となります。さらには、英国以外の税金の
脱税促進行為の一部が英国内で実施された場合も適用
され、その範囲は広範なものとなっています。
例えば、日本企業の英国支店の代理業者がフランス
の税金につき脱税をフランスで促進した場合（＜図2＞
中図のケース）や、日本企業の従業員がロンドン駐
在中にドイツの税金につき脱税を英国で促進する場
合（＜図2＞右図のケース）における当該日本企業が
CCOの適用を受けます。

Ⅳ　適用範囲

▶図1　CCO成立の要素

▶図2　CCOの英国外における適用範囲
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＜図3＞はCCOの対象となる脱税促進行為の例です。
自社の従業員はもちろん、代理店や取引先による英
国内外での行為にも留意が必要となり、企業には広範
囲での対応が要求されています。

脱税促進行為を防止するために有効で合理的な内
部統制を整備・運用する上で考慮すべきポイントは、
CCOのガイダンスで解説されています。
当該CCOに係るガイダンスでは、指針となる六つ

の原則が挙げられており（＜図4＞参照）、企業はこ
れらの原則に沿って合理的な手続を構築していくこと
が求められています。

1. 原則1：リスクアセスメント
社内で連携を図りながら脱税行為の発生するリスク
がどこにどの程度の大きさで存在するのかを特定、評
価します。
特に、CCOに関する英国歳入関税庁（Her Majesty’s 

Revenue and Customs：HMRC）のガイダンスでは、
地理的リスク、業界リスク、顧客リスク、取引リスク、
人的リスク、事業提携リスクなどといったリスクが考
慮すべきリスクとして例示されています。

2. 原則2：リスクに応じた合理的な手続
評価したリスクに対応した内部統制を検討し、脱税
促進行為を防止するために有効で合理的な手続の整
備・運用へつなげていきます。

▶図3　CCOの対象となる脱税促進行為の例

▶図4　六つの指針原則

従業員が、顧客が商品を輸入する際に支払う関税を下げるため、顧客と共謀して商品の生産国
を偽装する。

オンライン取引のプラットフォームを運用する企業が、売上税や関税を支払うべき人が税金を
納めていないという知識を持ちながらも、プラットフォームを使って取引を行うことを許して
いる。

多国籍企業が、意図的かつ故意に、取引の本質を反映しない移転価格算定方法を採用し、税率
の高い地域から利益を移転する。

営業担当者が、顧客が優遇税制措置を受けることができるように、請求書における商品やサー
ビスの性質に関して事実と異なる記述に同意する。請求金額は変更しなくても、本来であれば
損金不算入扱いのものを損金算入項目として扱い、優遇税制措置が受けられる可能性がある。

給与担当者が、支払う所得税を下げるため、海外へよく出張する役員の出張スケジュールを偽
装することに同意する。

支払担当者が、サプライヤーが所得を申告していないことを知った上で、タックスヘイブンの
銀行口座に資金を支払うことに同意する。
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3. 原則3：トップレベル・コミットメント
経営上層部は脱税促進行為の防止にコミットし、脱
税の促進を意図した行為は容認できないとする文化を
育成することが要求されています。また、経営上層部
は、前述した合理的な手続の整備・運用にも関与する
ことが推奨されています。 

4. 原則4：デューデリジェンス
顧客、サプライヤー、代理人などに対するデューデ
リジェンスは多くの企業で実施されていることが想定
されますが、脱税促進行為が発生するリスクを評価す
る目的を対象としている必要があります。

5. 原則5：コミュニケーション（研修を含む）
研修を含む社内外のコミュニケーションを通じて、
企業の方針や手続を確実に組織全体に伝達し、浸透さ
せ、理解させることが重要です。 

6. 原則6：モニタリングおよびレビュー
企業が直面するリスクの性質は時間と共に変化する
ため、脱税促進行為の防止手続の整備・運用状況につ
いてモニタリングとレビューを行い、必要に応じて改
善することが重要です。

今回取り上げましたCCOは、昨今の不正や脱税行
為の摘発事例を踏まえ、企業の自主的かつ積極的な取
り組みを要請するものであると考えられます。
既存の組織体制や手続で十分という想定で対応を省
略してしまった企業であっても、実際にリスクアセス
メントを実施した結果、追加の対応が必要となる場合
があるかもしれません。
違反した場合の財務的なダメージが非常に大きくな
る可能性があることや、企業としてのブランド、評判、
信頼への悪影響を考えた場合、適切な対応を適時に実
施しておくことが大変重要です。また、英国における
規制ではありますが、英国内外の税金や行為なども対
象になるため、日系企業にとっても広範な検討が必要
なことにも十分留意が必要です。

Ⅶ　おわりに

お問い合わせ先
EYロンドン事務所
ジャパン・ビジネス・サービス
Tel：+44 20 7951 5135
E-mail：Ryohei.Shigematsu1@uk.ey.com
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